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大 臣 官 房 長 

各 局 長 
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情 報 本 部 長 
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防衛装備庁長官       

（公印省略）        

 

 

装備品等及び役務の調達における情報セキュリティの確保に係る保

護すべき情報の指定について（通知） 

 

装備品等及び役務の調達における情報セキュリティの確保について（防装庁（事）

第１３７号。令和４年３月３１日。以下「確保通達」という。）第１０項の規定に

基づき、装備品等及び役務の調達における情報セキュリティの確保に係る保護すべ

き情報の指定の考え方の方針について（装装保第５２３９号。令和４年３月３１日）

の全部を下記のとおり改正し、令和５年４月１日から適用することとしたので通知

する。 

 

記 

 

１ 保護すべき情報の指定 

調達要求をする者（以下「要求元」という。）は、装備品等及び役務の調達要求

を行うに当たり、次に掲げる情報を保護すべき情報（確保通達第２項第１号に規

定する保護すべき情報をいう。以下同じ。）として指定することを基本とする。 

⑴ 防衛省が提供する取扱い上の注意を要する文書等及び注意電子計算機情報

の取扱いについて（防防調第４６０８号。１９．４．２７）第１に規定する取

扱い上の注意を要する文書等及び同通達第８に規定する注意電子計算機情報 



 

⑵ 契約の履行過程において防衛関連企業（確保通達第２項第８号に規定する防

衛関連企業をいう。以下同じ。）が生成する情報のうち、次に掲げる情報（装備

品等の能力をおおよそ識別できる情報を含む。） 

ア 前号の情報の一部を含んでいる情報 

イ 解釈又は分析により、前号の情報又は公にすることによって安全保障に影

響を及ぼす可能性のある情報が類推できる情報 

ウ 防衛関連企業が取り扱う情報を組み合わせた結果、前号の情報又は公にす

ることによって安全保障に影響を及ぼす可能性のある情報が類推できる情

報 

 

２ 保護すべき情報の指定に関するチェックシート 

  装備品等及び役務の調達における情報セキュリティの確保のための措置の細

部事項について（装装保第４２０８号。令和５年３月１４日。以下「細部通知」

という。）第３項第１号に規定する保護すべき情報の指定に関するチェックシー

トは、別記様式第１とする。 

 

３ 情報セキュリティ指定書の作成 

細部通知第３項第２号に規定する情報セキュリティ指定書は、別記様式第２を

基準とする。 

 

４ 情報セキュリティ指定書の変更等 

⑴ 要求元は、保護すべき情報の指定の変更等を行った場合は、前項の情報セキ

ュリティ指定書の変更等を行うものとし、変更等を行った情報セキュリティ指

定書を契約担当官等（防衛省所管契約事務取扱細則（平成１８年防衛庁訓令第

１０８号）第２条に規定する契約担当官等をいう。以下同じ。）に通知するも

のとする。 

⑵ 契約担当官等は、前号の規定による通知を受けた場合は、情報セキュリティ

指定書の変更等について、別記様式第３を基準として、監査官（細部通知第３

項第５号の規定により指定された監査官をいう。）の所属長及び装備政策部装

備保全管理課長に通知するものとする。 

 

５ 情報セキュリティ指定書に関する問合せへの対応 

⑴ 契約担当官等は、契約の履行過程において生成した情報が保護すべき情報に

該当するか否か等の問合せを防衛関連企業から受けた場合は、要求元に確認を

求めるものとする。 

⑵ 要求元は、前号の規定による確認の求めがあったときは、保護すべき情報に

該当するか否か等を確認し、その結果を書面で契約担当官等に回答するものと

する。 



 

⑶ 契約担当官等は、前号の規定による回答について、防衛関連企業に送付する

ものとする。 

 

６ 経過措置 

  第２項の規定は、令和７年４月１日以降に締結する契約について適用すること

とし、令和７年３月３１日までの間に締結した契約については、なお従前の例に

よるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配布区分：長官官房審議官、各部長、施設等機関の長 



 

別記様式第１（第２項関係） 

作成年月日： 

保護すべき情報の指定に関するチェックシート 

調達要求番号  

調達要求年月日  

調達要求書作成部署  

調達要求決裁者 

（所属・役職・氏名） 

 

調達要求件名  

保護すべき情報の指定

に関するチェック内容 

 

本調達における企業が取り扱う情報についてのチェック内容 

（「はい」又は「いいえ」の該当する□を✓を付す） 
 

(1) 本調達において企業に利用させる情報等に関する事項 

・関係者以外への開示を制限する情報の伝達、文書、 
データ及び物件の貸付け又は提供することはない。 

（□はい・□いいえ） 

(2)本調達において企業が作成した情報等に関する事項 

・当該情報、文書、データ及び物件の全てを開示することを 

予定している、又は、積極的な開示は予定していないが 

求められれば、全て開示できる。 

                        （□はい・□いいえ） 

(3)本調達において企業が契約を履行する環境に関する事項 

・契約を履行する現場への立入や契約履行中の情報の 

取扱いを契約の履行関係者に制限しなくても良い。 

（□はい・□いいえ） 

 

 
 
上記(1)から(3)までを踏まえた本調達の中の保護すべき情報の有無 
 

設問１ (1)から(3)までにおいて、１つ以上「いいえ」があるか。 

□ １つ以上「いいえ」がある  

⇒保護すべき情報があるため、情報セキュリティ指定書を作成し、特約条項を適用する。 

（以降の設問は省略） 

□ 全て「はい」  

⇒設問２へ 
 
 
設問２ 国際共同研究開発の相手先や他国の情報を取扱う調達であり、保護すべき情報の 

指定を行わず企業に情報セキュリティ対策を求めない場合、当該他国との信頼を 
損なう可能性があるか。 

□ はい 

⇒保護すべき情報があるため、情報セキュリティ指定書を作成し、特約条項を適用する。 

□ いいえ 

⇒保護すべき情報がないため、特約条項を適用しない。 
 

 



別記様式第２（第３項関係） 

情報セキュリティ指定書 

発 簡 番 号  

調 達 要 求 番 号  

調 達 要 求 年 月 日  

作 成 部 課  

作 成 年 月  

品 名  

仕 様 書 番 号  

 

１ 保護すべき情報の管理 

 契約相手方は、この契約の履行に当たり知り得た保護すべき情報の取扱いに

当たっては、装備品等及び役務の調達における情報セキュリティの確保につい

て（防装庁（事）第１３７号。令和４年３月３１日）別添の装備品等及び役務

の調達における情報セキュリティの確保に関する特約条項の規定に基づき、適

切に管理するものとする。 

 

２ 保護すべき情報として指定された情報 

保護すべき情報  保護すべき情報の

詳細 

企業で取り扱う際

の留意事項 

備 考 

    

    

    

 

３ 特記事項 



別記様式第３ (第４項第２号関係) 

 

 

文 書 番 号 

発簡年月日 

 

（監査官の所属長） 

               殿 

装備政策部装備保全管理課長 

 

（契約担当官等）       

 

 

情報セキュリティ指定書の変更等について（通知） 

 

下記の契約に係る保護すべき情報の指定の変更等が別紙のとおり行われたので、装備品等

及び役務の調達における情報セキュリティの確保に係る保護すべき情報の指定について（装

装保第５４５７号。令和５年３月２９日）第４項第２号の規定に基づき、通知する。 

 

記 

 

１ 調達要求番号 

２ 契約品名 

３ 認証番号（認証年月日）又は契約番号（契約年月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

添付書類：別紙（要求元からの保護すべき情報の指定変更等通知文書） 


